
これらに要望や意見に関しては、運営マニュアルに反映させている。 
７．これまでの活動を振り返って 

(1) 大雨ＷＳ 

 平成 26 年 10 月から始まった大雨 WS を活用した防災教育支援事業は、山口県教育庁との連携や

防災教育チャレンジプランへの参画などを経て、防府市教育委員会とのモデル事業まで発展してき

た。それは一つには、日赤山口支部、予報士会西部支部、気象台という異なった団体が、それぞれ

特長を生かしてお互いに協力してきた結果である。 
しかし、基本は大雨の学習にワークショップを取り入れたという「良い防災教育の素材」があっ

たためと考えられる。命守会では、小学校 3 年生から一般まで実に幅広い人に大雨 WS を実践し、

また、児童生徒と保護者・地域の人と一緒に実施したこともあったが、問題なく実践できた。 
さらに、学校で実践できるように改善を重ねた結果、防府市でのモデル事業の成果や教職員研修

会を受けて自分の学校で大雨 WS 実践する教員が出てくるなど、運営マニュアルは学校で活用しや

すいものになったと考えられる。 
(2) ファシリテーターの立場から 

大雨ＷＳはグループ学習で意見をまとめるため、年齢が上がるほど理解が深いと想像していたが、

実際に小学生と中・高校生ではさほど発表内容に違いはなかった。逆に小学生の方が、豊かな想像

力をもって災害に立ち向かう準備や行動の判断をする傾向にあることに驚かされた。例えば、ハザ

ードで浸水予想 50 センチのマンションに住むグループは、車椅子の祖母が避難する大変さや避難

所生活での不便さを思いやり、上層階のお宅に避難することを決断した。また、数々の行動の理由

付けに「命は一つしかない」「命は大切」と記し、自助の大切さも理解している。渡邉ら（2015.）
＊２が西岐波小・中学校で実施したアンケートでは、年齢が上がるにつれて防災について家族間で話

題にしなくなるという結果があった。小学生がこの大雨ＷＳを体験することで、感じたことや学ん

だことを持ち帰って家族に話し、我が家の防災について話し合うきっかけになる効果も期待したい。

これらのことから大雨ＷＳを義務教育の早い段階で行う効果は充分にあると感じている。 
８．まとめ（今後の展望） 

 学校で継続してＷＳ等の防災教育を実施してもらうためには、体系的で網羅的である必要がある。

例えば、中学校を例にとると、１年次に「大雨」、２年次に「地震津波」、３年次に「台風」を用意し

ていれば、防災教育の体系化、ひいては継続的な実施につながると考えられる。また、理科や社会な

どの授業内容やカリキュラムに沿った授業展開例・計画書案などの提案も行っていく必要がある。 
 現在、防府市教育委員会と連携した防災教育の支援事業を継続中であるが、この中でどのくらい可

能であるか検討を行っていくことになる。これらの成果を持って県教育庁などと連携して県内へ広め

ていくことが課題となる。 
命守会で作成した大雨ＷＳ運営マニュアルについては、日赤山口支部のホームページに掲載してい

る（https://www.yamaguchi.jrc.or.jp/大雨防災ワークショップ運営マニュアルダウンロ）。マニュアル

と資料を学校や地域で活用いただき、子ども達や地域の方々の防災・減災への取り組みに役立ててい

ただければ幸いである。 
参考文献： 
*1 気象庁ワークショップ（http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/jma-ws/index.html） 
＊2 渡邉薫乃、山本晴彦、坂本京子：「1999 年台風 18 号により高潮被害を受けた宇部市西岐波におけ

る小中学生の防災意識」、自然災害研究協議会中国地区部会研究論文集 第２号、2015、33-36 
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1．はじめに 

2011年 3月 11日14時 46分東

日本大震災が発生した。マグニ

チュード 9.0 震度 7 という巨大

地震と共に津波の被害を受け戦

後最大の災害となった。現在、

死者 3523 名、行方不明者 2552

名という状況である。この東日

本大震災をきっかけに、寄付型

ボランティアツアーに参加した

学生 2 名と公益社団法人助けあ

いジャパンが中心となり2012年

きっかけバス 47 プロジェクトが開始し、全国から約 1700 人の学生が福島県・宮城県・岩手県を

訪れ、がれき撤去や被災物の発掘、被災地視察を行った。プロジェクトは運営資金の問題等によ

り打ち切りとなったが、「東北に一人でも多くの学生を連れていきたい。」との思いのもと 16 名の

学生により 2014 年「つながり大作戦」が創設された。 

2．つながり大作戦について 

2－1 理念 

 つながり大作戦の思いは「過去の災害から学び未来につなげる」である。その思いのもとに 3

つの柱を立てて活動している。 

1 つ目は「教訓」の風化防止である。つながり大作戦は「東日本大震災から学んだ教訓」を大

切にしている。同じことを繰り返さないようにその教訓を日本中の人たちに伝えてほしいという

現地の方の思いを胸に活動している。 

 2 つ目は「つながり」の風化防止である。震災から 6年が経つ今、全国社会福祉協議会の調べに

よると、被災地に関わる人数が震災当時の約 18 万人から約 3000 人にまで減少している。しかし

つながり大作戦は、被災地に関わる人数が減っているからこそ「被災地と私たち、私たちと地元、

被災地と地元というつながり」を大切にしている。つながり大作戦はひとつひとつのつながりか

ら日本全国を大きな防災の輪を作ることを目的とする。そして、次に来る災害に向け全国の学生

のつながりを広げていくことを目指している。全国に仲間がいることで、日本の災害に敏感にな

り災害に対して抱きがちな「自分は大丈夫。」という気持ちを除き、自分事として捉えることが

できる。そして、このつながりが災害時に全国ネットワークとして活躍する。 

 3 つ目は「復興」の風化防止である。震災から 6 年経とうとしているがまだまだ復興は終わっ

ていない。メディアで報道されることが減った被災地の現状を忘れないことを大切にしている。

 

＊図１：つながり大作戦の経緯
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また、全国にいる学生だからできる復興のかたちを考えている。 

 2－2 組織体制 

 つながり大作戦は現在全国 6支部、メンバー70名で活動を行っている。各支部からリーダーを

1 人ずつ配属し、本部は代表・会計・広報の 4 名で構成されている。拠点地は存在せず、本部と

リーダーはテレビ電話を通じて定期的に会議を行っている。つながり大作戦も 3 年目を迎え、山

口支部の 3期メンバーは 2017 年 2月現在、山口大学 1名、山口県立大学 11名計 12 名で活動して

いる。 

 

＊図２：つながり大作戦の組織図(2017 年 2月現在) 

 

＊表１：山口支部の人数の推移 

  
                              

2－3 つながり大作戦活動 

 2－1 で述べた理念の下この団体では 3つの活動を行っている。 

1 つ目は「つながる DAY」である。全国で同じ時期に

同じ内容の企画を実施する。これまでには停電時に使用

できる「キャンドルづくり」、大切な人へのメッセージ

の写真を集めて作った「モザイクアート」、子どもたち

と一緒に避難袋を作った「防災セミナー」、非常食や東

北の特産物の「試食会」を行った。つながる DAY を通し

て参加者が防災や命について考えるきっかけを作って

いる。 

2 つ目は「東北物産販売会」である。東日本大震災で

被災し、現在は、再建した生産者から取り寄せた食品を、 

大学祭や地域のイベント等で販売している。現地に足を運ぶだけでなく、「全国各地にある学生団

体だからこそできる復興支援の形」としてこの販売会を定期的に開催し、東北の魅力を伝えてい

る。 

3 つ目は「全国メンバー合宿 in 東北」である。メンバー間のつながりを深めると共に被災地の

現地視察とワークショップを通して東日本大震災からの教訓を学び、緊急時に動き出せる人材に

山口大学 山口県立大学 東亜大学 合計

1期(2014) 7人 3人 2人 12人

2期(2015) 3人 6人 0人 9人

3期(2016) 1人 11人 0人 12人

＊写真１：全国メンバー合宿 in 東北 

（2016 年 2 月 25 日撮影）
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なることを目指す。              

 つながり大作戦全体で行っていることは以上の 3 つだが、それらの活動に加え、各支部それぞ

れ地域に合った活動を行っている。そして、それらの活動が地域の新聞・ラジオ・ＴⅤなどに取

り上げられている。 

 

3．2016 年度つながり大作戦山口支部の活動報告 

 山口支部の活動としては、山口大学（姫山祭・常盤祭）と山口県立大学（水無月祭・華月祭）

の 4 か所の大学祭にて東北物産販売会を行った。6 月と 9 月には全国のメンバーと熊本ボランテ

ィアに参加し、現地のボランティアスタッフと共に瓦礫撤去作業や農園再築の手伝いなどを行っ

た。また、10 月には防府市の富海地区の防災訓練に参加し、そこでは救助者体験及び防災啓発活

動を行った。12 月には山口県立大学にて「つながる DAY」を開催した。山口支部では、学生や教

員にアルファ米と東北物産販売会で販売している缶詰を使用して作った山口の郷土料理けんちょ

うを提供し、食から防災を考えてもらうイベントを開いた。今後の予定として、3 月 7 日から 3

日間、東北で全国メンバー合宿を行い、現地視察やボランティア、ワークショップを行う。また、

3月 25 日には防府市で行われる防災フェアに参加し、先日視察した東北の現状報告および東北物

産販売会を行う予定である。 

＊表２：2016 年度山口支部活動内容 

日時 場所 活動内容 

2 月 22 日～26日 宮城県・岩手県 全国メンバー合宿 

4 月 17 日 山口市・平川交流センター つながる DAY(キャンドル作り) 

4 月 25 日 山口県立大学 つながる DAY(キャンドル作り) 

6 月 4日 山口県立大学(水無月祭) 東北販売物販店 

6 月 25 日・26日 熊本県益城町 熊本ボランティア 

7 月 30 日 山口市すぎのこ学級 つながる DAY(防災セミナー) 

9 月 28・29 日 熊本県益城町 熊本ボランティア 

10 月 29 日 山口県防府市 防災訓練 

10 月 30 日 山口大学(姫山祭) 東北販売物販店 

11 月 5 日・6日 山口県立大学(華月祭) 東北販売物販店 

11 月 26 日 山口大学(常盤祭) 東北販売物販店 

12 月 9 日 山口県立大学 つながる DAY(試食会) 

3 月 7日～9日 宮城県・岩手県 全国メンバー合宿 

3 月 25 日 山口県防府市 防災フェア 

 

4．課題・考察 

 これまでの活動を通して課題と考察を 3つ述べていく。 

1 つ目は人材の確保についてである。図 2 にもあるように現在、山口支部の山口県立大学のメ

ンバーは増加しているが、山口大学のメンバーは減少しており、その他の大学、専門学校のメン

バーはいない。山口県立大学のメンバーがほとんどを占めているため、他の地域の情報を得るこ
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とが難しく、山口支部の活動範囲が山口市宮野地区に集中しているというのが現状である。 

したがって、メンバーを確保することで各学校の防災意識の向上、そして山口県内の防災意識の

向上につながるのではないかと考える。 

2 つ目は活動資金の確保についてである。この団体の活動資金は、東北物産販売会の売り上げ

と各メンバーの自費だけであり、不足している現状である。大学公認のサークルでないため、大

学から助成金や補助を受け取ることが不可能なので、学生の金銭面での負担が大きい。したがっ

て自治体や民間からの助成が受けられるようにしていきたい。そのためには助成を受けられる機

関や制度を勉強し、道を模索していくことが必要である。そして、助成金が受けられるためにも、

これからの活動をしっかりしていきたい。 

 3 つ目は学生を呼び込むための企画力である。イベントや防災啓発活動を行っても、企画力が

ないため一部の人しか来場しないという傾向がある。その背景には山口県は歴史的に見ても大き

な震災が少ないということから地震に対する意識が低いのではないかと考えられる。また学生は

災害の経験がないため危機感がないことや災害に対するイメージがしにくいと感じられる。つま

り東日本大震災の教訓を生かした防災意識の向上を促したいが、伝えられる力がないため、学生

に伝えきれておらず、物販や非常食の試食等などが各自の防災意識へ繋がりにくいのではないか

と感じる。多くの方にイベント等に参加してもらい、防災意識への向上につなげていくには、多

方面からのアプローチが今後必要になっていくのではないかと考えられる。 

 

5．展望 

 これまでの活動は「防災」という言葉に捉われすぎて、学生が中々集まらなかった。参加者に

堅苦しい印象を与えているのではないかとこれまでの活動経験から感じる。今後は学生団体だか

らこそできる、学生の立場での防災活動を考えていきたい。例えば、趣味の料理や音楽、ファッ

ション、大学で学んでいる分野など多方面から展開して、参加者の興味を引き、防災につなげて

いく活動を考える必要がある。そのためにも山口県立大学、山口大学のメンバーの増加は勿論、

その他の大学、専門学校のつながりを構築したい。また、学生以外の防災士や防災団体、自治体

などとも積極的につながりを持ち、そして、様々な人々に応援や支援をしてもらう団体に成長し

たい。 

私たちが親になったときに次世代に伝えられるように防災について興味をもち、学ぶことが今

の学生に必要なことであると考える。したがって、私たちはその防災を学ぶきっかけづくりを学

生ならではの立場でできることをしていきたい。 

 

参考文献 

・復興庁 東日本大震災災害関連死者数（平成 28年 9月 30 日現在） 
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